
寄居地区公共施設跡地利活用推進事業 事業契約書（案） 

 

新潟市（以下「市」という。）と●（以下「代表法人」という。）、●、●、●で構成す

るグループ（以下「構成法人」という。）は、寄居地区公共施設跡地利活用推進事業（以

下「本事業」という。）に関して、「寄居地区公共施設跡地利活用推進事業 事業契約」

（以下「本事業契約」という。）を締結する。 

 

 

第１章 用語の定義 

（定義） 

第１条 本事業契約において使用する用語は、別途定義されているものを除き、別紙１

の定義集において定義されたとおりとする。 

 

 

第２章 総  則 

（本事業の目的） 

第２条 本事業契約は、本事業における市及び構成法人の役割並びに市と構成法人との

間の基本的合意事項について定めるとともに、本事業の実施に際しての条件を定める

ことを目的とする。 

 

（事業遂行の指針） 

第３条 構成法人は、本事業を、本事業契約及び第５条各号に規定する契約、募集要項

等及び本件提案に従って遂行しなければならない。 

２ 構成法人が担当する業務の履行の確保が困難となった場合において、他の構成法人

が当該業務の履行の確保のための措置を行う場合は、事前に当該措置の具体的内容に

ついて市に書面を提出した上で説明し、市の書面による承諾を得るものとする。 

 

（事業日程） 

第４条 構成法人は、本事業を別紙２の事業日程表に従って遂行するものとする。 

 

（本事業の概要） 

第５条 本事業は、次の各号に掲げる内容で構成される。 

⑴ 市は、別途締結する「市有財産売買契約書」に基づき、大畑少年センター跡地及

び中央消防署跡地のうち売却地を現状有姿にて構成法人へ売却する。なお、売却す

現時点での案であり、今後事業実施者と締結時に詳細を調整させていただきます。



る対象は土地のみとし、既存の建築物等は所有権移転の対象外とする。構成法人は、

売却地の所有権移転後、売却地及び非売却地（以下「事業用地」という。）に存する

建物、構築物の一切を、自らの責任及び費用負担において、管理、解体、撤去する

ものとする。 

⑵ 構成法人は、市と協議の上、自らの責任及び費用負担において、事業用地にコミ

ュニティ施設等を整備（竣工検査まで含む）する。市と構成法人は、コミュニティ

施設等に係る実施設計成果物提出後、コミュニティ施設等の着工までの間に、「寄

居地区公共施設跡地利活用推進事業に係るコミュニティ施設等売買契約書」を別途

締結し、契約内容に基づき、構成法人はコミュニティ施設等を市に売却し、市はこ

れを買い入れる。  

⑶ 構成法人は、自らの責任及び費用負担において、売却地に前号に示すコミュニテ

ィ施設及び放課後児童クラブと一体の建築物として、もしくは別棟の建築物として、

民間提案施設を整備する。 

（非売却地の活用提案がなされた場合） 

⑷ 市は、別途締結する「市有財産賃貸借契約書」に基づき、大畑少年センター跡地

のうち非売却地を構成法人へ貸し付ける。構成法人は、自らの責任及び費用負担に

おいて、提案に基づく施設を整備し、活用するものとする。 

 

（構成法人の役割） 

第６条 構成法人の役割は、それぞれ下表のとおりとする。 

対象業務 担当する構成法人 

本事業に係る全体調整及び構成法人の統括 ● 

コミュニティ施設等の整備のうち、設計・工事

監理及び関連する一切の業務 
● 

コミュニティ施設等の整備のうち、建設及び

関連する一切の業務 
● 

２ 市は、第５条各号に規定する契約のうち、市有財産売買契約については「●」と、

寄居地区公共施設跡地利活用推進事業に係るコミュニティ施設等売買契約について

は「●」と、それぞれ契約を締結するものとし、詳細については、市と各構成法人と

協議の上、決定するものとする。 

 

（費用負担） 

第７条 本事業契約の締結及び履行その他本事業の実施に関する一切の費用は、本事業

契約及び募集要項等に特段の規定がある場合を除き、全て構成法人が負担する。 

 



（代表法人の連帯責任） 

第８条 代表法人は、本事業契約に基づき構成法人が市に対して負担する債務について、

債務者となる構成法人と連帯して当該債務を負担する。 

２ 代表法人は、構成法人を統括し、市に対し、本事業に関する業務のうち構成法人が

担当する業務について、法令及び業務要求水準書に従って誠実に遂行させる義務を負

う。 

３ 本条各項の定めは、本事業契約、基本協定書その他において、別途、構成法人の連

帯責任を定める規定を排除するものではない。 

 

（許認可及び届出） 

第９条 本事業契約上の義務を履行するために必要な一切の許認可は、構成法人が自己

の責任及び費用において取得し、また、必要な一切の届出についても構成法人が自己

の責任及び費用において提出するものとする。ただし、市が取得すべき許認可、市が

提出すべき届出は除く。  

２ 構成法人は、前項の許認可及び届出に際しては、市に書面による事前説明及び事後

報告を行うものとする。  

３ 市は、構成法人からの要請がある場合、構成法人による許認可の取得、届出に必要

な資料の提出その他市が構成法人にとって必要と判断する事項について協力するも

のとする。  

４ 構成法人は、市からの要請がある場合、市による許認可の取得、届出に必要な資料

の提出その他市が必要とする事項について協力するものとする。  

５ 構成法人は、許認可取得及び届出の遅延により追加費用または損害が生じた場合、

当該追加費用または損害を負担する。ただし、構成法人が不可抗力により遅延した場

合は第１１章の規定に従うこととし、市の責めに帰すべき事由により遅延した場合は、

構成法人が当該追加費用及び損害の内訳を記載した書面にこれを証する書類を添え

て市に請求した場合には、市が当該遅延により構成法人に発生した追加費用または損

害を合理的な範囲で負担するものとする。 

６ 代表法人は、自己の責任において、市に対し、構成法人に本事業契約上の義務を履

行するために必要な一切の許認可を取得・維持させ、かつ必要な一切の届出をさせる

義務を負う。 

 

（各種調査） 

第１０条 構成法人は、事業日程表記載の日程（当該日程が、本事業契約に基づき、ま

たは市と構成法人との合意に基づき、変更された場合は変更後の日程、以下、同様）

に従い、本事業に必要な測量調査、地質調査、電波障害調査、周辺家屋調査、その他

周辺影響調査（以下「調査等」という。）を自らの責任と費用負担において行うもの

とする。 



２ 構成法人は、前項に定める調査等を実施した結果、募集要項等の内容と現場の状況

に齟齬があることが判明した場合、市に書面により報告するとともに、当該齟齬また

は瑕疵に関する対応について必要があるときは、市と構成法人との間で協議を行う。  

３ 構成法人は、前項の瑕疵については、前項の協議に基づき除去修復等の対応をする

ものとし、市は、前項の協議に基づく除去修復等の対応のために構成法人に生じた追

加費用及び損害については合理的な範囲でこれを負担する。ただし、構成法人は、当

該追加費用及び損害の内訳を記載した書面にこれを証する書類を添えて市に請求す

るものとする。 

 

 

（近隣対策） 

第１１条 構成法人は、本件工事に先立って、自らの責任と費用負担において、周辺住

民に対して地元説明会を開催する等の方法により、本件工事の工事概要や工程につい

て十分説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。市は、構成法人の求めに

応じて、構成法人が行う説明に協力するものとする。  

２ 構成法人は、自らの責任及び費用において、本件工事により発生する騒音、振動、

排水、地盤沈下、地下水の断絶、大気汚染、水質汚濁、臭気、塵埃、電波障害、その

他の本件工事が近隣住民の生活環境に与える影響を勘案し、合理的に要求される範囲

の近隣対策を実施する。 

３ 構成法人は、近隣対策の不調を理由として提案書の内容を変更することはできない。

ただし、構成法人が提案書の内容を変更しない限り、更なる調整によっても近隣住民

の理解が得られないことを明らかにして市に協議を申入れ、協議の結果、市がやむを

得ないと認める場合は、この限りではない。 

４ 近隣対策の結果、本件工事の完成の遅延が見込まれる場合において、構成法人が別

紙２記載の事業日程の変更を請求した場合は、市及び構成法人は協議を行い、同協議

の結果、別紙２記載の事業日程を変更する必要が認められる場合は、市は速やかに、

同日程を変更するものとする。 

５ 近隣対策の費用及び損害（近隣対策の結果、別紙２記載の事業日程が変更されたこ

とによる追加費用も含む。）については、構成法人が負担するものとする。ただし、

構成法人の責によらない近隣住民等の要望活動・訴訟に起因し、構成法人に生じた費

用及び損害については、市が合理的な範囲で当該費用を負担する。 

 

（その他基本的事項） 

第１２条 構成法人は、この契約の履行に関して知り得た秘密をもらしてはならない。 

２ 構成法人は、この契約の履行に関して個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び新潟市個人情報保護条例（平成１３年

新潟市条例第４号）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を



適正に扱わなければならない。 

３ この契約の履行に関して市と構成法人との間で用いる言語は、日本語とする。 

４ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

 

 

第３章 大畑少年センター跡地及び中央消防署跡地の売買 

（大畑少年センター跡地及び中央消防署跡地の売買） 

第１３条 市と構成法人は、本件提案に基づき、大畑少年センター跡地及び中央消防署

跡地のうち売却地について、「市有財産売買契約書」を別途締結し、市は、契約内容

に基づき、売却地を構成法人に引き渡すものとする。 

２ 前項に規定する契約書の契約内容及び締結日の詳細については、市と構成法人で協

議の上、決定する。 

 

（既存建築物の解体） 

第１４条 構成法人は、売却地の引渡しを受けた後、自己の責任と負担において、事業

用地に存する建物の解体及び撤去を実施するものとする。 

２ 解体及び撤去の範囲は、建物のほか、地下埋設物、建物の付属物等も含まれるもの

とする。 

３ 構成法人は、建物の解体及び撤去が完了したときは、速やかに、市に書面により報

告するものとする。 

４ 構成法人の責めに帰すことのできない事由により工事期間を遵守できないことを

理由として工事期間の変更を請求した場合、市と構成法人は協議により当該変更の当

否を定めるものとする。  

５ 前項において、市と構成法人の間において協議が調わない場合、市が合理的な工事

期間を定めるものとし、構成法人はこれに従わなければならない。 

６ 構成法人は、管理上又は、解体撤去に必要な範囲においてのみ、非売却地を使用す

ることができる。 

７ 構成法人は、建物の解体撤去において、雇用及び環境に係る関係法令等を遵守する

とともに、解体撤去に伴い第三者から苦情または異議申立てがあった場合、構成法人

の責任において解決するものとする。この場合において、第三者に危害または損害を

与えた場合は、構成法人はその責めを負うものとする。 

８ 構成法人は、建物の解体撤去に伴う官公署等との協議、届出等が必要なときは、構

成法人の責任において行うものとする。 

９ 構成法人は、建物の解体撤去において、関係法令等に基づいて適正に処理を行うも

のとし、特に、建物の建材については事前調査を行い、アスベストが使用されていた

場合の撤去等に当たって粉塵等が飛散しないよう処理を行うものとする。 



１０ 構成法人から直接解体工事を請負う事業所は、令和３・４年度新潟市入札参加資

格者名簿の解体工事に登録されている、市内本社（店）を有するものに限るものと

する。 
１１ 構成法人から直接解体工事を請負う事業所の内、１社以上は解体工事施工技士の

資格を有する監理技術者又は主任技術者を専任で配置しなければならない。 
 

 

第４章 コミュニティ施設等の整備 

 第４章から第７章については、構成法人の役割を明確化するため、当該業務を担う部分を

各法人名で表す。 
 
（構成法人によるコミュニティ施設等の整備） 

第１５条 構成法人は、自らの責任及び費用負担において、法令及び業務要求水準書、

本件提案、市と協議した事項を遵守のうえ、第５章及び第６章に基づきコミュニティ

施設等の整備（竣工検査まで含む）を行うものとする。 

 

（コミュニティ施設等の引渡し） 

第１６条 市と構成法人は、第１５条に規定するコミュニティ施設等について、「寄居

地区公共施設跡地利活用推進事業に係るコミュニティ施設等売買契約書」を締結し、

構成法人は、契約内容に基づき、コミュニティ施設等を市に引き渡すものとする。 

２ 市は、本条第１項に基づき、コミュニティ施設等の引き渡しを受けた場合は、同項

に規定する契約内容に基づき、その対価を構成法人に支払うものとする。 

 

（第三者の使用） 

第１７条 構成法人は、コミュニティ施設等の整備にあたり、第三者に委任または請負

する場合は、整備の全部または主たる部分を第三者に委任し、請け負わせてはならな

い。なお、本項は、当該第三者がさらに別の第三者に業務の一部を委任または請け負

わせる等して、さらなる下位の再委託または下請けが現れる場合すべてに適用する。 

２ 前項に記載の第三者への委任または請負はすべて構成法人の責任において行うも

のとし、当該第三者の責めに帰すべき事由は、すべて構成法人の責めに帰すべき事由

とみなして、その責任を負うものとする。 

 

 



第５章 コミュニティ施設等の設計 

（コミュニティ施設等の設計） 

第１８条 構成法人①は、第１５条に規定する構成法人②が施工主となり整備するコミ

ュニティ施設等について、事業日程表記載の日程に従い、法令及び業務要求水準書を

遵守のうえ、自己の費用と責任において、設計を行うものとする。構成法人①は、上

記設計に関する一切の責任を負担する。 

２ 構成法人①は、設計責任者及び設計体制を決定し、業務着手前に文書にて構成法人

②に通知するものとし、構成法人②は、当該文書を本市に提出するものとする。 

３ 構成法人②は、構成法人①が設計業務に着手する前に、コミュニティ施設等の整備

内容や仕様等について、市と協議する場を設けるものとする。協議の場には、前項に

規定する設計責任者を同席させるほか、市は必要に応じて、地元住民代表を立ち会わ

せることができるものとする。協議の結果、市は本件提案や提案額を超えない範囲で、

それらの変更を要請することができるものとする。 

４ 構成法人①は、前項に定める協議後速やかに、設計工程、手順、内容等を記した業

務計画書（以下「設計工程表」という。）を構成法人②に提出するものとし、構成法

人②は、設計工程表を市に提出するものとする。 

 

（基本設計及び実施設計） 

第１９条 構成法人①は、実施設計を行う前に基本設計を行い、設計工程表に基づく期

日までに、別紙３の基本設計成果物を構成法人②に提出するものとし、構成法人②は、

基本設計成果物を市に提出するものとする。 

２ 構成法人①は、市の基本設計成果物の確認後速やかに実施設計を開始し、設計工程

表に基づく期日までに、別紙４の実施設計成果物を構成法人②に提出するものとし、

構成法人②は、実施設計成果物を市に提出するものとする。実施設計にあたり、追加

の調査等が必要となった場合は、構成法人①の負担により適宜実施することとする。 

３ 市は、第１項及び第２項の成果物を構成法人②から受領したこと、それらの成果物

を確認したことを理由として、本章の全部または一部について何ら責任を負うもので

はない。 

 

（構成法人による設計変更の原則禁止） 

第２０条 構成法人①は、募集要項等または本件提案に記載したコミュニティ施設等の

設計の変更を行うことはできないものとする。ただし、構成法人②が市と協議の上、

変更についての承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（市による設計変更等） 

第２１条 市は、基本設計成果物及び実施設計成果物を確認するまでの間、不可抗力ま



たは法令変更以外で必要があると認める場合は、変更内容を記載した書面を交付して、

募集要項等または本件提案に記載した設計の変更を構成法人②に求めることができ

る。この場合、構成法人②は、設計変更について、市と協議するものとする。協議の

場には、第１８条第２項の設計責任者を同席させるものとする。 なお、実施設計成

果物確認後の設計変更は行わないものとする。 

２ 構成法人②は、前項に規定する設計変更について、構成法人①と協議の上、設計変

更の要求を受けてから１４日以内に検討の結果を市に通知しなければならない。協議

の結果、設計変更が行われる場合、構成法人①は、変更された設計内容に従いコミュ

ニティ施設等の設計を行うものとする。 

３ 第１項に規定する設計変更の内容が、業務要求水準書を超える設計作業及び新たな

設計図書の作成にあたる場合、構成法人②は、第１６条第２項に規定するコミュニテ

ィ施設等の対価とは別に、当該変更に伴う設計作業及び設計図書作成に係る費用を市

に請求することができるものとする。ただし、設計変更の内容が、設計業務の不備な

ど、構成法人①の責めに帰すべき理由の場合は、構成法人①の費用負担において、当

該設計変更を行うものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定により設計変更を行った結果、別紙２記載の事業日程に変

更が生じた場合は、市及び構成法人は協議を行い、同協議の結果、別紙２記載の事業

日程を変更する必要が認められる場合は、市は速やかに、同日程を変更するものとす

る。 

５ 第１項ないし第３項の定めにより設計変更する場合において、当該変更により第１

６条第２項に規定するコミュニティ施設等の対価に減少または増加が生じたときは、

当該費用相当分を減額または増額するものとする。 

６ 法令変更による設計変更については、第４３条（法令変更による追加費用・損害の

扱い）、不可抗力による設計変更については、第４５条（不可抗力による追加費用・

損害の扱い）に従うものとする。 

 

 

第６章 コミュニティ施設等の建設 

（業務の対象） 

第２２条 コミュニティ施設等の建設に係る業務の内容は、建設工事、外構工事（駐車

場・駐輪場含む）、工事監理のほか、それらにまつわる各種申請業務、検査済証の取

得までを含むものとする。 

 

（コミュニティ施設等の建設） 

第２３条 構成法人②は、事業日程表記載の日程に従い、法令及び本事業契約、募集要

項等、本件提案並びに第１９条第１項及び第２項に規定する基本設計及び実施設計を



遵守のうえ、自己の費用と責任において、コミュニティ施設等の建設を行うものとす

る。構成法人②は、上記建設に関する一切の責任を負担する。 

２ 構成法人②は、工事現場に工事記録を整備するとともに、工事の進捗状況を市に対

して毎月行うものとする。また、市から要請があった場合には、随時報告を行うもの

とする。 

３ 市は、事業者が行う現場定例会議等に立ち会うことができるとともに、工事現場で

の施工状況の確認を随時行えるものとする。 

４ 工事は、原則として日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日は行わない

ものとする。 

５ 構成法人②は、工事期間中、現場入口付近に常駐警備員を１名以上配置し、土工事、

生コンクリート打設等により車両台数が多くなる時は適宜増員するものとする。また、

大型連休など現場休止期間中は、巡回警備等で安全を確保するものとする。 

 

（工事監理等） 

第２４条 構成法人①は、第２３条に規定するコミュニティ等の建設工事にあたり、自

己の費用と責任において、工事監理を行うものとする。構成法人①は、本条に規定す

る工事監理等に関する一切の責任を負担する。 

２ 構成法人①は、工事監理を行う技術者を定め、構成法人②に報告するものとし、構

成法人②は、同技術者を市に報告するものとすることとする。 

３ 工事監理の業務内容は「民間（旧四会）連合協定・建築監理業務委託書」に示され

た業務及び建物が要求水準書の内容を満たしているかの照査を行う業務とする。 

４ 構成法人①は、工事監理者に前項の業務を行わせ、工事監理状況を構成法人②に毎

月報告させるものとし、構成法人②は、同報告内容を市に対して提出するものとする。

また、市から随時報告の要請があった場合には、前述の手順で随時報告を行うものと

する。 

５ 工事監理者は、コミュニティ施設等の引渡しに際し、市が構成法人②立ち合いの下

で実施する引渡検査にあたり、第３項に規定する照査に係る報告書を構成法人②に提

出するものとする。 

６ 工事監理の期間は、コミュニティ施設等の引渡し日までとする。 

 

（工事期間の変更） 

第２５条 市が構成法人②に対して工事期間の変更を請求した場合、市と構成法人②は

協議により当該変更の当否を定めるものとする。  

２ 構成法人②が不可抗力事由または構成法人②の責めに帰すことのできない事由に

より工事期間を遵守できないことを理由として工事期間の変更を請求した場合、市と

構成法人②は協議により当該変更の当否を定めるものとする。  

３ 前２項において、市と構成法人②の間において協議が調わない場合、市が合理的な



工事期間を定めるものとし、構成法人②はこれに従わなければならない。 

 

（工事の中止） 

第２６条 市は、必要があると認める場合、その理由を構成法人②に通知した上で、本

件工事の全部または一部の施工を一時中止させることができる。  

２ 市は、前項に従い本件工事の全部または一部の施工を一時中止させた場合、必要が

あると認めるときは工事期間を変更することができる。  

３ 構成法人②は、自己の責めに帰さない事由により、本件工事が一時中止されている

場合、中止の原因となる事由が止んだ場合には、本件工事の再開を市に求めることが

できる。 

 

（工事の中止または工事期間の変更による費用等の負担） 

第２７条 市は、市の責めに帰すべき事由により本件工事を中止しまたは工事期間を変

更した場合、当該工事の中止または工事期間の変更に因って市に生じた追加費用また

は損害及び構成法人②に生じた合理的な追加費用または損害を第１６条第２項に規

定するコミュニティ施設等の対価とは別に負担しなければならない。ただし、構成法

人②は、当該追加費用または損害の内訳及びこれを証する書類を添えて市に請求する

ものとする。  

２ 構成法人②は、自己の責めに帰すべき事由により本件工事を中止しまたは工事期間

を変更した場合、当該工事の中止または工事期間変更に因って自己に生じた追加費用

または損害及び市に生じた合理的な追加費用または損害を負担しなければならない。  

３ 法令変更事由により本件工事が中止されまたは工事期間が変更された場合、当該工

事の中止または工事期間の変更に因って市及び構成法人②に生じた追加費用または

損害の負担については、第４３条（法令変更による追加費用・損害の扱い）によるも

のとする。 

４ 不可抗力により本件工事が中止されまたは工事期間が変更された場合、当該工事の

中止または工事期間変更に因って市及び構成法人②に生じた追加費用または損害の

負担については、第４５条（不可抗力による追加費用・損害の扱い）によるものとす

る。  

 

（第三者への損害） 

第２８条 構成法人②がコミュニティ施設等の工事の施工に関し第三者に損害を与え

た場合、構成法人②は、法令に基づき当該損害を当該第三者に対して賠償しなければ

ならない。ただし、当該損害のうち当該第三者または市の責めに帰すべき理由により

生じたものを除く。  

 



（什器・備品の設置） 

第２９条 構成法人②は、自己の責任において、業務要求水準書に記載の「什器・備品・

設備リスト」に基づき、什器・備品を設置するものとする。ただし、市と構成法人②

が協議の上、市が設置するものとしたものはこの限りではない。設置に際しては、市

と相談のうえ、各什器・備品の設置場所を確認してから業務に着手するものとする。 

２ 構成法人②は、設置日について市と協議し決定するとともに、工事中に搬入が必要

となる什器・備品の場合は、工事現場と予定を調整のうえ、搬入の工程を作成し、竣

工前に搬入するものとする。  

 

 

第７章 非売却地の貸付 

（非売却地の貸付） 

第３０条 市と構成法人は、本件提案に基づき、大畑少年センター跡地のうち非売却地

について、「市有財産賃貸借契約書」を別途締結し、市は、契約内容に基づき、非売

却地を構成法人に貸し付けるものとする。 

２ 前項に規定する契約書の契約内容及び締結日の詳細については、市と構成法人で協

議の上、決定する。 

３ 本件提案時に、貸付を希望しない場合、前２項はその効力を有しない。 

 

（公共施設利用者用の駐車場・駐輪場の整備） 

第３１条 構成法人は、非売却地内に第１５条にて規定するコミュニティ施設等のうち、

公共施設利用者用の駐車場及び駐輪場を整備するものとする。 

２ 前項の規定は、第３０条第３項の規定により非売却地を借りない場合も適用する。 

 

 

第８章 事業期間及び契約の終了 

（事業期間） 

第３２条 本事業契約の事業期間は、本事業契約締結日から、コミュニティ施設等の整

備・引渡しに係る一切の手続が完了するまでとする。 

 

（構成法人の債務不履行等による契約解除） 

第３３条 契約期間において、次の各号に掲げる事項が発生した場合は、市は、代表法

人に対して通知することにより本事業契約の全部または一部を解除することができ

る。ただし、代表法人が市からの通知を受け、構成法人において債務履行の代替案を

検討し、市が承認した場合はこの限りではない。 



⑴ 第６条に規定する構成法人の役割について、特別の理由なく、その役割の全部ま

たは一部を放棄し、市が相当の期間を定めて是正の催告をしたにもかかわらず、こ

れに応じないなど、本事業契約の目的を達成できないと市が判断したとき。 

⑵ 構成法人のいずれかに係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、

特別清算手続開始その他の倒産法制上の手続について、当該構成法人の取締役会で

その申立てを決議したとき、または第三者（当該構成法人の取締役を含む。）によ

りその申立てがなされたとき。 

⑶ 構成法人のいずれかが、市に対して虚偽の報告書を提出する等虚偽の報告を行っ

たとき。 

⑷ 構成法人のいずれかが、本事業契約に関して重大な法令違反を行ったとき。 

２ 構成法人は、前項の規定により契約が解除された場合、契約解除の要因に応じて、

当該業務に係る対価に解除時点の消費税及び地方消費税相当額を加算した金額の10%

（第５条各号に規定する本事業契約に付随する契約で別に規定がある場合は、その金

額）に相当する金額を違約金として支払うものとする。ただし、契約解除時点で既に

完了している業務があった場合、当該業務に係る違約金は発生しないものとする。 

３ 本条第１項の規定による契約解除が、コミュニティ施設等の引き渡し前であった場

合、市は、構成法人による竣工検査の手続を経た上、その全部または一部を検査して、

出来形部分の評価額にて買い受けるものとする。この場合、市は、市の選択により、

一括払いまたは分割払いによって支払う。市と代表法人は、分割払いの場合は、その

金利及び支払スケジュールについて協議を行う。 

４ 市が、前項により引渡し前のコミュニティ施設等の出来形部分の全部または一部を

買受けた場合、構成法人は、直ちに、仮設構造物を撤去するなど引渡しのために必要

な措置を講じたうえで、コミュニティ施設等の出来形部分を市に引き渡す。 

５ 第３項の場合において、市が被った損害の額が第２項の違約金の額を超過する場合

は、市は、かかる超過額について、その要因となった構成法人に損害賠償請求を行う

ことができる。 

６ 本条による解除がなされた場合において、既に市に提出されていた本施設の設計図

書及び竣工図書その他本事業契約に関して市の要求に基づき作成された一切の書類

について、市は、市の裁量により無償にて利用する権利権限を有し、これにつき、構

成法人は一切の異議を申し立てないものとする。設計図書の内容が、構成法人または

第三者が特許権を保有する工法を採用しないと実現できない場合にあっては、構成法

人は、当該構成法人または第三者との関係で、市が設計図書の内容を実現する限りに

おいて当該特許権を無償で使用することができるようにしなければならない。  

 

（市の債務不履行による契約解除） 

第３４条 契約期間において、市が、本事業契約上の重要な義務に違反し、かつ、市が

代表法人による通知の後 60 日以内に当該違反を是正しない場合、代表法人は構成法



人を代表して本事業契約の全部または一部を解除することができる。市は、本条に基

づき本事業契約が解除された場合、解除までに実施された業務に関し、その対価を構

成法人に支払うものとする。なお、コミュニティ施設等が引渡し前の場合は、その全

部または一部を構成法人による竣工検査の手続を経た上、コミュニティ施設等に係る

整備費の金額に、コミュニティ施設等の出来形部分があるときは、その全部または一

部を検査の上、当該出来形部分の出来高に応じたコミュニティ施設等の整備費の金額

にて買い受ける。この場合、市は、コミュニティ施設等及び出来形部分の買受金額を、

市の選択により、一括払いまたは分割払いによって支払う。市と代表法人は、分割払

いの場合は、その金利及び支払スケジュールについて協議を行う。 

２ 前項に基づき本事業契約が解除された場合、市は、構成法人に対し、当該解除によ

り構成法人に生じた追加費用及び損害（構成法人のいずれかの責めに帰すべき事由に

起因するものを除く。）を、合理的な範囲で負担する。ただし、構成法人は、当該追

加費用及び損害の内訳を記載した書面にこれを証する書類を添えて市に請求するも

のとする。 

３ 前条第６項の規定は、本条の解除に準用する。 

 

（コミュニティ施設等の取得に係る新潟市議会の否決による契約解除） 

第３５条 第１６条第１項及び第２項に規定する契約の締結にあたり、コミュニティ施

設等の取得に係る新潟市議会の議決が否決され、締結に至らなかった場合は、本事業

契約についても解除するものとする。解除日は、市と構成法人で協議の上、決定する。 

２ 前項に基づき、本事業契約が解除された場合、市は、契約解除日までに構成法人が

既に履行した債務に相当する対価を支払うものとする。 

 

（法令変更による契約解除） 

第３６条 契約期間において、第４２条（通知の付与及び協議）第４項本文の協議を経

るか否かにかかわらず、本事業契約の締結後における法令変更（本事業に適用される

ことのある法令上の制度に基づく国庫補助金の全部または一部が交付されないこと

となった場合を含む。以下、同様。）により、市が本事業の継続が困難と判断した場

合または本事業契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、市は、代表

法人と協議の上、本事業契約の全部または一部を解除することができる。市は、本条

に基づき本事業契約が解除された場合、解除までに実施された業務に関し、その対価

を構成法人に支払うものとする。なお、コミュニティ施設等が引渡し前の場合は、そ

の全部または一部を構成法人による竣工検査の手続を経た上、コミュニティ施設等に

係る整備費の金額に、コミュニティ施設等の出来形部分があるときは、市は、その全

部または一部を検査の上、当該出来形部分の出来高に応じたコミュニティ施設等の整

備費の金額にて買い受けるものとする。この場合、市は、当該本施設及び出来形部分

の買受金額を、市の選択により、一括払いまたは分割払いによって支払う。市と代表



法人は、分割払いの場合は、その金利及び支払スケジュールについて協議を行う。 

２ 第３３条（構成法人の債務不履行等による契約解除）第６項の規定は、本条の解除

に準用する。 

 

（不可抗力による契約解除） 

第３７条 契約期間において、第４４条（通知の付与及び協議）第４項本文の協議を経

るか否かにかかわらず、本事業契約の締結後における不可抗力により、市が本事業の

継続が困難と判断した場合または本事業契約の履行のために多大な費用を要すると

判断した場合、市は、代表法人と協議の上、本事業契約の全部または一部を解除する

ことができる。市は、本条に基づき本事業契約が解除された場合、解除までに実施さ

れた業務に関し、その対価を構成法人に支払うものとする。なお、コミュニティ施設

等の引渡し前の場合は、その全部または一部を構成法人による竣工検査の手続を経た

上、コミュニティ施設等に係る整備費の金額に、コミュニティ施設等の出来形部分が

あるときは、市は、その全部または一部を検査の上、当該出来形部分の出来高に応じ

たコミュニティ施設等の整備費の金額にて買い受けるものとする。この場合、市は、

当該本施設及び出来形部分の買受金額を、市の選択により、一括払いまたは分割払い

によって支払う。市と代表法人は、分割払いの場合は、その金利及び支払スケジュー

ルについて協議を行う。 

２ 第３３条（構成法人の債務不履行等による契約解除）第６項の規定は、本条の解除

に準用する。 

 

（事業契約終了に際しての処理） 

第３８条 構成法人は、事由の如何を問わず、本事業契約の全部または一部が終了した

場合において、契約終了の対象となる事業用地に構成法人が所有または管理する工事

材料、建設・業務機械器具、仮設物その他の物件があるときは、当該物件の処置につ

き市の指示に従わなければならない。 

２ 前項の場合において、構成法人が正当な理由なく、相当な期間内に前項の物件の処

置につき市の指示に従わないときは、市は、構成法人に代わって当該物件を処分し、

修復、片付けその他の適当な処置を行うことができる。（ただし、市はかかる義務を

負わない。）この場合においては、構成法人は、市の処置について異議を申し出るこ

とができない。また、市が当該処置に要した費用を構成法人は負担する。 

 

（終了手続の費用負担） 

第３９条 本事業の終了に際し、終了手続に伴い発生する諸費用等については、本事業

契約に別段の定めがある場合を除き、構成法人がこれを負担する。 

 

 



第９章 表明・保証及び誓約 

（事実の表明・保証及び誓約） 

第４０条 構成法人は、市に対して、本事業契約締結日現在において、次の各号の事実

を表明し、保証する。 

⑴ 構成法人が、日本国の法律に基づき適法に設立され、有効に存在する法人であり、

かつ、自己の財産を所有し、本事業契約を締結し、及び本事業契約の規定に基づき

義務を履行する権限及び権利を有していること。 

⑵ 構成法人による本事業契約の締結及び履行は、構成法人の目的の範囲内の行為で

あり、構成法人が本事業契約を締結し、履行することにつき法令上及び構成法人の

内部規則上要求されている一切の手続を履践したこと。 

⑶ 本事業契約の締結及び本事業契約に基づく義務の履行は、構成法人に適用のある

法令及び構成法人の内部規則に違反せず、構成法人が当事者であり、若しくは構成

法人が拘束される契約その他の合意に違反せず、または構成法人に適用される判決、

決定若しくは命令の条項に違反しないこと。 

⑷ 本事業契約は、その締結により適法、有効かつ拘束力ある構成法人の債務を構成

し、本事業契約の規定に従い強制執行可能な構成法人の債務が生じること。 

２ 構成法人は、本事業契約に基づく債権債務（第３０条第１項にて規定する市有財産

賃貸借契約は含まないものとする。）が消滅するに至るまで、次の各号の事項を市に

対して誓約する。 

⑴ 本事業契約を遵守すること。 

⑵ 市の事前の書面による承諾なしに、本事業契約上の地位及び権利義務、並びに、

本事業について市との間で締結した契約に基づく契約上の地位及び権利義務につ

いて、譲渡、担保提供その他の処分をしないこと。 

３ 市が前項第２号の承諾を与える場合には、以下の各号の条件を付すことができる。 

⑴ 市は、本事業契約に基づき本事業に関する業務に係る対価の減額及び支払拒絶が

できること。 

⑵ 市が構成法人に対して本事業契約に基づく金銭支払請求権（違約金請求権及び損

害賠償請求権を含む。）を取得した場合には、当該請求権相当額を本事業に関する

業務に係る対価から控除できること。 

⑶ 市の事前の書面による承認なしに、定款の変更、重要な資産の譲渡、解散、合併、

事業譲渡、会社分割、株式交換、株式移転その他の組織変更を行わないこと。 

⑷ 代表者または商号に変更があった場合、直ちに市に通知すること。 

⑸ その他市が本事業の維持継続に必要と判断した合理的な事項 

 

（契約保証金） 

第４１条 構成法人は、本事業契約の履行の保証として、本事業契約締結の日までに、



本件提案に基づく土地購入金額の１０％の金額を、市に納付するものとする。 

２ 市は、第５条第２号の履行が完了したときは、速やかに、前項の規定により納付を

受けた契約保証金を構成法人に返還しなければならない。 

３ 契約保証金に利息は付さない。 

４ 構成法人が本事業契約に定める義務を履行しないときは、契約保証金は市に帰属す

る。 

 

 

第１０章 法令変更 

（通知の付与及び協議） 

第４２条 構成法人は、本事業契約の締結以降に法令が変更されたことにより、業務水

準で提示された条件に従って本事業契約を履行できなくなった場合、その内容の詳細

を直ちに市に対して通知しなければならない。 

２ 市は、本事業契約の締結以降に法令が変更されたことにより、本事業契約上の義務

の履行ができなくなった場合、その内容を、直ちに代表法人に対して通知する。 

３ 前２項の場合において、市及び構成法人は、当該通知が発せられた日以降、本事業

契約に基づく自己の義務が適用法令に違反することとなったときは、当該法令に違反

する限りにおいて、履行期日における当該義務の履行義務を免れる。ただし、市及び

構成法人は、法令変更により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなけれ

ばならない。 

４ 市、代表法人及び当該構成法人は、第１項及び第２項の通知を受領した後、速やか

に本施設の設計、本件工事、事業日程表記載の日程及び業務水準の変更について合理

的な判断に基づいて協議する。かかる協議にもかかわらず、協議開始の日から 30 日

以内に業務水準等の変更について合意が成立しない場合は、市が法令変更に対する対

応方法を代表法人に対して通知し、当該構成法人はこれに従い本事業を継続する。た

だし、当該法令変更により、市が本事業の継続が困難と判断した場合または本事業契

約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合には、当該協議を経ることなく

第３６条（法令変更による契約解除）の定めに従う。 

 

（法令変更による追加費用・損害の扱い） 

第４３条 法令変更により、本事業につき、構成法人に合理的な追加費用または損害が

発生した場合、当該追加費用または損害の負担は、本事業契約に別段の規定がある場

合を除き、次の各号に該当する場合は市が負担し、それ以外の法令変更については構

成法人が負担する。ただし、市が負担すべき追加費用または損害があるときは、構成

法人は、当該追加費用及び損害の内訳を記載した書面にこれを証する書類を添えて市

に請求するものとする。 



⑴ 本事業契約に直接影響を及ぼす法令の変更 

⑵ 消費税及び地方消費税の変更に関するもの（税率の変更を含む。） 

 

 

第１１章 不可抗力 

（通知の付与及び協議） 

第４４条 構成法人は、本事業契約の締結以降に生じた不可抗力により、業務水準で提

示された条件に従って本事業契約を履行できなくなった場合、その内容の詳細を直ち

に市に通知しなければならない。 

２ 市は、本事業契約の締結以降に生じた不可抗力により、本事業契約上の義務の履行

ができなくなった場合、その内容を、直ちに代表法人に対して通知する。 

３ 前２項の場合において、市及び当該構成法人は、当該通知が発せられた日以降、当

該不可抗力による履行不能の範囲において、本事業契約に基づく履行期日における履

行義務を免れる。ただし、市及び当該構成法人は、当該不可抗力の影響を早期に除去

すべく適切な対応手順に従い、早急に対応措置をとり、不可抗力により相手方に発生

する損害を最小限にするよう努力しなければならない。 

４ 市、代表法人及び当該構成法人は、第１項及び第２項の通知を受領した後、当該不

可抗力に対応するために速やかに本施設の設計、本件工事、事業日程表記載の日程並

びに業務水準等の変更について合理的な判断に基づき協議する。かかる協議にもかか

わらず、協議開始の日から 30 日以内に業務水準等の変更について合意が成立しない

場合は、市が不可抗力に対する対応方法を代表法人に対して通知し、当該構成法人は

これに従い本事業を継続する。ただし、当該不可抗力により、市が本事業の継続が困

難と判断した場合または本事業契約の履行のために多大な費用を要すると判断した

場合には、当該協議を経ることなく第３７条（不可抗力による契約解除）の定めに従

う。 

 

（不可抗力による追加費用・損害の扱い） 

第４５条 不可抗力により、本事業につき、構成法人に合理的な追加費用または損害が

発生した場合、当該追加費用または損害の負担は、市と構成法人との協議により決定

する。 

 

 

第１２章 雑則 

（公租公課の負担） 

第４６条 本事業契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる公租公課は、



全て構成法人の負担とする。市は、構成法人に対して本事業に係る対価を支払うほか、

本事業契約に関連する全ての公租公課について、本事業契約に別段の定めのある場合

を除き負担しない。本事業契約締結時点で市及び構成法人に予測不可能であった新た

な公租公課の負担が構成法人に発生した場合には、その負担については、市と構成法

人との協議により決定する。 

 

（協議） 

第４７条 市及び構成法人は、必要と認める場合は適宜、本事業契約に基づく一切の業

務に関連する事項につき、相手方に対し協議を求めることができる。 

 

（特許権等の使用） 

第４８条 構成法人は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の法令に基づき保

護され第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施

工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 

（請求、通知等の様式その他） 

第４９条 本事業契約に基づく請求、通知、報告、説明、申出、届出、承諾、勧告、指

導、催告、要請及び契約終了告知または解除その他一切の相手方に対する意思の連絡

は、他の方法によることにつき、市と構成法人とが書面で合意した場合を除き、書面

により行わなければならない。なお、市及び構成法人は、通知等の宛先を各々相手方

に対して別途通知する。  

 

（解釈等） 

第５０条 市と構成法人は、本事業につき、本事業契約と共に、募集要項等、募集要項

等に対する質問への回答（その後の変更を含む。）、本件提案、基本協定書及び第５条

各号に規定する契約の定めは、すべて本事業契約の契約内容を構成することを確認す

る。 

２ 前項記載の書類等の間に記載の齟齬がある場合、本事業契約、第５条各号に規定す

る契約、基本協定書、募集要項等に対する質問への回答、募集要項等、本件提案の順

にその解釈が優先する。ただし、本件提案と本件提案に優先する書類等との間に齟齬

がある場合で、本件提案に記載された業務水準が本件提案に優先する前項記載の書類

等に記載されたものを上回るときは、その限度で提案書類の記載が優先するものとす

る。 

３ 前項記載の同一順位の書類等の記載内容に矛盾、齟齬が存在する場合には、市の選

択によるものとする。ただし、提案書類の記載内容に矛盾、齟齬が存在する場合には、

市は、構成法人と協議の上、かかる記載内容に関する事項を決定する。  

 



（定めのない事項） 

第５１条 本事業契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合または本事

業契約の解釈に関して疑義が生じた場合は、その都度、市及び構成法人が誠実に協議

の上、これを定めるものとする。 

 

 

 

 以上を証するため、本協定書を２通作成し、当事者記名押印のうえ、市及び構成法人

の代表法人が本書各自 1 通を保有する。その他の法人においては、写しを保有する。 
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